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長期優良住宅法改正のポイント解説

1. 法改正の概要
2. 認定手続きに関する内容
3. 法改正の施行スケジュール
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1．法改正の概要

Confidential

2018年11月から約1年半開催された「長期優良住宅制度のあり方に関する検討会」を

経て、2021年5月28日に改正法【住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のた
めの長期優良住宅の普及の促進に関する法律等の一部を改正する法律】が公
布されました。

長期優良住宅の普及促進等（長期優良住宅法・住宅品確法の改正）

１） 認定対象の拡大等
①共同住宅について、区分所有者がそれぞれ認定を受ける仕組みから管理組合が一
括して認定を受ける仕組みに変更（住棟認定の導入）【令和４年２月20日施行】

※併せて、省エネルギー性能の向上のための基準の見直し【告示改正】

②共同住宅の認定基準の合理化等【告示改正】（賃貸住宅の特性を踏まえた基準の設
定等）

③良質な既存住宅を長期優良住宅として認定する制度を創設【令和４年10月１日施行】

２） 認定手続の合理化
①住宅性能評価を行う民間機関が住宅性能評価と長期優良住宅の基準の確認を併せ
て実施【令和４年２月20日施行】

３）頻発する豪雨災害等への対応
①認定基準に災害リスクに配慮する基準を追加【令和４年２月20日施行】

（災害の危険性が特に高いエリアを認定対象から除外等）
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1)①-1 住棟認定に伴う各手続きの主体の変更
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【令和4年2月20日施行】
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1)①-2 住棟認定に伴う認定手続きの合理化
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【令和4年2月20日施行】
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1)①-3 住棟認定に伴う維持保全実施主体の変更
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【令和4年2月20日施行】
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1)② 長期優良住宅認定基準等の見直し案の概要

Confidential

【令和4年10月1日施行】
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【参考】長期優良住宅に係る認定制度の実績
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累計認定実績（令和３年３月末現在）
【新築】戸建 1,211,258戸 共同 22,769戸（合計 1,234,027戸）
令和２年度認定実績
【新築】戸建 100,503戸 共同 889戸（合計 101,392戸）



8© House G-men Co., Ltd All Rights Reserved. 

1)③ 建築行為を伴わない既存住宅の認定制度の創設
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【令和4年10月1日施行】
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【令和4年2月20日施行】

3) 豪雨災害リスクの認定基準化
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【参考】長期優良住宅認定基準の見直し案の概要
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脱炭素社会に向けた省エネ対策の強化に係る認定基準を見直しします。

ここのZEH水準とは、再生可能エネルギー（太陽光発電等）を考慮しない、
省エネ基準からマイナス20%の俗にいう【ZEH oriented】となります。

【令和4年4月1日施行】

【令和4年10月1日施行】
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住宅性能評価の申請に併せて長期使用構造等の確認の申請が可能となり、長期使
用構造等である旨の確認結果が添付された長期優良住宅建築等計画については、
所管行政庁の長期使用構造等に係る審査を省略します。

長期使用構造等
の審査を省略

2)-① 住宅性能表示制度との一体申請
【令和4年2月20日施行】
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2．認定手続きに関する内容①
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性能評価機関で長期使用構造等であるこ
との確認ができるようなりましたので、
従来の【技術的審査の依頼書】から長期

の【確認申請書】へと書式が大きく

変更されています。

申請者→性能評価機関 （※性能評価と一体で申請しない場合）
「確認申請書 第十一号の二様式（第一面）」

【改正前】 【改正後】
長期優良住宅の技術的審査 → 長期優良住宅の確認申請

↓ ↓
適合証 確認書



13© House G-men Co., Ltd All Rights Reserved. 

2．認定手続きに関する内容②
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性能評価機関が交付する書面 一体申請の場合
【確認書】 【設計住宅性能評価書】

設計住宅性能評価書に
長期使用構造等である
旨の記載が追加されます
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2．認定手続きに関する内容③
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改正前
（長期適合証）

改正後
（長期確認書）

改正後
（一体申請）

住

宅

性

能

評

価

機

関

＜申請＞ ・技術的審査依頼 ・長期確認申請
・住宅性能評価申請
（長期確認含む）

＜審査＞
・長期使用構造等
・その他の基準

・長期使用構造等
・住宅性能評価
・長期使用構造等

＜交付＞
・適合証
（共同は申請住戸分のみ交
付）

・長期確認書
（共同住宅の場合でも、棟でまとめ
て１枚交付される）

・住宅性能評価書
（長期使用構造等適合)
（共同住宅の場合は申請住戸の分だけ
交付される）

所

管

行

政

庁

＜申請＞

・申請書
・添付図書
・適合証

・申請書
・添付図書
（構造計算書、各部詳細図等は除
く）

・長期確認書

・申請書
・添付図書
（構造計算書、各部詳細図等は除く）

・住宅性能評価書
（長期使用構造等適合）

＜審査＞

・長期使用構造等
・その他の基準
(適合証の記載分は実態上
審査を省略）

・その他の基準（面積、景観、維持、資金計画、災害など）

＜交付＞
・認定通知書
（共同は申請住戸分のみ交
付）

・認定通知書
（共同住宅の場合でも、棟でまとめて１枚交付される）
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2．認定手続きに関する内容④
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申請者 評価機関

長期確認申請書
＋

設計図書

認定申請

長期確認申請書
＋

設計図書

長期確認申請書
＋

設計図書 印

確認書
長期確認申請書

＋
設計図書 印

確認書 確認書交付

認定申請書
＋

添付図書

確認書

その他、
所管行政
庁が必要
と認める
図書等

確認申請

所管行政庁



16© House G-men Co., Ltd All Rights Reserved. 

3．法改正の施行スケジュール
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長期優良住宅と住宅性能表示が一体となり、直近の2月20日施行以外の段
階的な改正となりますのでスケジュールを図にしたものです。
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１
◎

3．法改正施行日前後の取り扱い①
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法改正施行日前後で取り扱いが変わりますのでご注意ください。

令和4年
2月20日

技術的審
査依頼

適合証 認定申請

長期
確認申請

確認書 認定申請

技術的審
査依頼

適合証 認定申請

技術的審
査依頼

適合証 認定申請

２
✖

３
✖

４
◎

※20日は日曜日のため実際には21日から

※所管行政庁によりますが、原則2月20日以降適合証では受け付けてくれません。
※評価機関は2月20日以降適合証を交付できなくなります。
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3．法改正施行日前後の取り扱い②
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認定申請が2月20日以降になる場合は長期確認申請に切り替える必要があ
ります。

令和4年
2月20日

長期
確認申請

確認書

技術的審
査依頼

適合証 認定申請

技術的審
査依頼

認定申請

※20日は日曜日のため実際には21日から

長期
確認申請

確認書

２
✖

３
✖

長期確認申請の
事前相談期間
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おわりに

長期優良住宅の普及促進等（長期優良住宅法・住宅品確法の改正）

１） 認定対象の拡大等
①共同住宅について、区分所有者がそれぞれ認定を受ける仕組みから管理組合が一
括して認定を受ける仕組みに変更（住棟認定の導入）【令和４年２月20日施行】

※併せて、省エネルギー性能の向上のための基準の見直し【告示改正】

②共同住宅の認定基準の合理化等【告示改正】（賃貸住宅の特性を踏まえた基準の設
定等）

③良質な既存住宅を長期優良住宅として認定する制度を創設【令和４年10月１日施行】

２） 認定手続の合理化
①住宅性能評価を行う民間機関が住宅性能評価と長期優良住宅の基準の確認を併せ
て実施【令和４年２月20日施行】

３）頻発する豪雨災害等への対応
①認定基準に災害リスクに配慮する基準を追加【令和４年２月20日施行】

（災害の危険性が特に高いエリアを認定対象から除外等）


